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１．はじめに 

 洪水氾濫による被害を最小化するためには、ソフト対策も含めた総合的な氾濫原管理が重要である。特に、

人的被害を防ぐためには、事前の避難計画や洪水時の情報提供を適切に行う必要がある。 

本研究では、洪水災害を対象として、最適な避難所や避難路の選定や避難勧告・命令の発令タイミング、

発令エリア、情報伝達方法の判断を支援するためのシステムを構築する。同様の試みには、氾濫解析との重

ね合わせで避難解析を行った高橋らの検討 1)や、片田らの災害時の情報伝達シミュレーション 2)等がある。

今回の検討では、実際の危機管理対応での活用を想定し、ＧＩＳをベースにした汎用性の高いシステムとす

ることを目指した。ここでは、構築したシステムの概要と、システムを用いた解析結果を紹介する。 

２．避難解析システムの概要 

 データ処理が容易で汎用性が高いシステムの構築を目指し、ＧＩＳ（Arc View）を用いた。システムの解

析部分のうち、ＧＩＳで解析可能な部分はＧＩＳで行い、困難な部分は外部プログラムで行っている。また、

解析を行う際のパラメータ設定が容易に行えるようなシステムとし、将来的な改良を考慮して拡張性の高い

モデル構造としている。システム構築の対象地域は、様々なＧＩＳデータ整備及び活用が先導的に進められ

ている岐阜県大垣市とした。 

 システムは、避難行動解析の最小単位である避難ユニット（位置、世帯数・人数、避難行動特性、年齢属

性、町丁目等の属性をもつ世帯のグループ）を決め、その避難ユニットに対して、(1)避難経路・避難場所の

設定（ＧＩＳのネットワーク解析による）、(2)様々な伝達手段による避難勧告・指示情報の伝達解析（情報

伝達エリアポリゴンの重ね合わせ等による）、(3)与えられた避難行動特性（避難意思の有無、出発準備時間

等）、世帯の年齢属性に基づく初期歩行速度、疲労度や群衆密度による歩行速度変化等を考慮した避難解析を

行う。解析結果はＧＩＳ上でビジュアルに表示される。 

 避難ユニットは、「国土地理院 1/2,500 空間データ基盤」の町丁目ポリゴンデータ（面積の大きな町丁目に

ついては分割）に基づいて作成した。町丁目毎に分けられた世帯グループを、国勢調査から求めた年齢属性

（65 才以上の老人のいる世帯、6 才未満の子供のいる世帯、65 才以上の老人・6 才未満の子供のいない世帯）

により区分した。さらに、既往水害での調査結果をもとにした避難率及び情報取得後の避難開始時間分布に

基づき、避難行動特性毎に区分することで、避難ユニットとした。道路ネットワークデータには、汎用性を

考慮して「国土地理院 1/2,500 空間データ基盤」を用いた。さらに、避難移動中の群衆密度による速度低下

を考慮するための道路幅員として、住宅地図より抽出した道路幅員属性を加えた。また、避難所位置、構造

などについては、地域防災計画等の資料をもとにデータ化した。 

３．システムを用いた検討結果 

 大垣市を対象としたシステムにより、情報伝達方法の違いが住民の情報取得、避難行動に与える影響につ

いて検討した。避難勧告・指示等の情報伝達方法は、大垣市へのヒアリングに基づいて設定した。 

情報伝達モデルは、市役所からの情報が直接伝わる１次伝達モデルと、その情報を入手した住民から口コ

ミ及び電話によって他に伝わる２次伝達モデルで構成されている。１次伝達モデルでは、広報車、屋外スピ

ーカー、ＣＡＴＶの伝達手段をモデル化しており、情報伝達範囲（ポリゴン）と避難ユニットの重ね合わせ

により、時間毎に情報取得する避難ユニットを求めている。広報車については、移動ルートの設定条件や走

行速度、音声到達距離、聴取率を与え、ネットワーク解析（Arc View Network Analyst）で求めた走行経路

より、時間毎に情報取得する避難ユニットを決めている。屋外スピーカーは、スピーカー位置と音声到達距
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離、聴取率を考慮しており、ＣＡＴＶは、

サービス域と加入率、視聴率を考慮して

いる。聴取率等のパラメータは、過去の

水害時の調査事例を参考に設定した。 

２次伝達モデルでは、新規に情報を入

手してから近所へと直接訪問・電話連絡

等で同心円的に伝播する事象（口コミ伝

達）と、市内全域を対象に電話連絡され

る事象（電話伝達）をモデル化している。

口コミ伝達は１次伝達で新規に情報入手

した避難ユニット数の一定率（300%）の

ユニットへと２次伝達が行われるものと

しており、１次伝達がなされた箇所から口コミの伝達速度

（10m/min）で広がるバッファリングで伝達範囲を設定した。

一方の電話伝達は、市全域で新たに情報を入手した全ユニット

数の一定率（30%）のユニット（市全域）へと伝達されるもの

としている。なお、２次伝達されるユニットは伝達範囲内でラ

ンダムに選定される。 

情報取得後、情報取得世帯の 62.4%が避難するとした。この

避難率は、平成１２年９月の東海豪雨災害での西枇杷島町の避

難率 3)を参考に設定した。ただし、65 歳以上の老人がいる世帯

の避難率は 1/1.2 倍、6 才未満の子供がいる世帯の避難率は 1.2

倍とすることで、世帯属性による避難行動の違いを考慮した。 

 対象域内の要避難者（床上浸水すると考えられる住居に住む人）を対象に、情報発令後の情報取得率及び

避難所到達率について解析した結果を図-1 に示す。CASE1(現況)は、広報車（６台が市内の避難所を最短距

離で巡回、音声到達距離 50m、聴取率 30%）、屋外スピーカー（音声到達距離 150m、聴取率 70%）、ＣＡＴ

Ｖ（サービス域内の情報取得率 30%）により１次伝達されるという条件での結果である。CASE2(ＣＡＴＶ

のサービス域拡大)は、ＣＡＴＶのサービス域を市内全域とした場合である。CASE3(住民の危機意識向上)

は、ＣＡＴＶのサービス域内の情報取得率が 56%に向上し、情報取得後の避難率が 10%向上したとした場合

であり、ハザードマップ配布による危機意識の向上を想定している。情報伝達手段の活用及び危機意識の向

上により、情報取得率が上昇し、早期の避難が行われるようになる効果が表されている。また、図-2 は、CASE1

での住民の情報取得経路の内訳であるが、１次伝達に加え、２次伝達による情報の伝播が表現されているこ

とが分かる。 

４．おわりに 

 今後は、既往の水害時の情報伝達や住民の避難行動に関する調査結果を精査し、より実態に近いパラメー

タを設定するとともに、避難情報の提供に関する様々な対策の効果を検討していく所存である。 
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図-2 情報取得経路の内訳（CASE1） 
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図-1 全要避難者に対する情報取得率、避難所到達率の時間変化 
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